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特集 製造業における新たな価値循環プロセス

Ⅰ　バランスを意識したモノづくりへのシフト
Ⅱ　部品や素材産業など日本製造業の強みを活かした市場創造
Ⅲ　素材・部品メーカーが仕掛ける価値転換
Ⅳ　3Dプリンタを用いたサプライチェーン制御による資源循環型社会への加速
Ⅴ　新たな価値を提供する経営へ（顧客価値の再定義）

C O N T E N T S

要　約

1	 資源を循環（有効活用）させる社会が到来し、こうした社会ではCASE ver 2.0などの
リカーリングビジネスは資源の有効活用を促進することが期待される。

2	 上記の社会では製品差別化のみならず資源循環を実現するバランスの取れたモノづくり
が求められる。

3	 その実現に向けて「製品の状態・流れの可視化」「デジタル技術によるアップサイクル
化」「循環と製品差別化を両立させた設計・生産」が必要となる。

4	 部品単位での製品設計・リサイクルなどの循環の両方を設計できる素材・部品メーカー
がビジネスの主導権を握るPaaS（Parts as a Service）が期待できる。

5	 3Dプリンタのようなデジタル技術も活用しながら、モノづくりの「アップサイクル化」
を実現することで、CN／CE活動は付加価値の高い製品をつくる手段となり得る。

6	 資源循環の社会では、バランスを取り、持続的な事業を実現するために、このような価
値転換を捉えたモノづくりを生かしたサービスが今後求められている。

森田拓朗

CN／CEによる価値転換
モノづくりのリバランス
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このような環境下、製造業では、短期的に
よいモノ（既存製品に対して差別化が図れる
モノ）を次々と供給することから、持続的な
事業を実現するためのバランスを取ってモノ
づくりを行うことへの変革が必要となる。多
くの先進国および途上国では、安定的に生活
するだけの社会インフラ基盤や製品およびサ
ービスは充足されつつある。必要とされるモ
ノのストックは既に満たされており、今後
は、この状態を継続するためのバランスを取
ることができるモノづくりが必要となる。有
限な資源の活用や、そこから排出される温室
効果ガスなど、ストックの資源や廃棄物のバ
ランスを取りながら、既存の生活を安定化さ
せるモノづくりが求められてきている。

CASE ver 2.0の普及も、こうした資源の
最適化活用を促すことが期待される。

CASE ver 2.0では、自動車の所有から利
用へのシフト、EV化に加えてV2H（Vehicle 
to Home）の普及により、EV内に蓄積され

Ⅰ	バランスを意識した
	 モノづくりへのシフト

カーボンニュートラル（CN）社会では、
化石燃料からつくられるエネルギーと原料と
が分離して、従来の製造に必要となるバラン
スが変わることが予測される。化石燃料の減
少とともに再生可能エネルギーの使用が増加
し、化石燃料由来の化学製品製造が縮小し、
大気中のCO2や廃棄プラスチック（廃プラ）
などを活用（CCU：Carbon Capture Utiliza-
tionなど）した代替原料が不足分を補完する

（図 1 ）。また、グリーン電力をつくり出す再
生可能エネルギーは地産地消の活用が中心と
なることから、CN化した製品製造は地域ご
とに分散した生産体制になると考えられる。
また、資源循環型社会では、炭素資源のみな
らず水をはじめとする天然資源活用を最小限
に押さえ、循環させることで、これらを継続
的に活用することが求められる。

図1　エネルギーと原材料のシフト

1970 エネルギー革命 1990 GHG削減要請 2030 CN／CE 2050 Nature Positive

時代の要請

資源循環化学

断絶

断絶

石炭・石油化学・天然ガス化学

石油・ガス・シェール
代替エネルギー（H2／NH3）
再生可能エネルギー

原料の多様化
（バイオ・リサイクル・CO2循環…）

新たな熱源の獲得化石燃料の燃焼熱を
有効活用

ナフサからエタンなどの
クラッキング（吸熱反応）

石炭を用いた鉄鉱石還元
（発熱反応）

水素を活用した鉄鉱石還元
（吸熱反応）

エチレン・プロピレンなどの基礎化学品を基に高機能材料製造
（吸熱反応）

エネルギー

熱源

化学原料

化学素材

鉄鋼



40 知的資産創造／2023年6月号

また、部品交換時にアップデートすれば、低
価格で現状維持のみならず性能向上を実現す
ることが可能となる。こうした部品を製造す
る素材・部品メーカーが、消費者需要に応じ
て稼働保証を調整する部品提供を行えば、最
低限のリソースで適切なサービスを提供する
ビジネスの展開が可能となる。つまりリカー
リングビジネスは、市場環境や消費者の需要
の変化に対して、より柔軟に対応できるよう
になる。

そして、CASE ver 2.0によるサービスの
変化とともにCNや資源循環型社会を両立さ
せるモノづくりを実現するには、素材や部品
の特性を正確に把握する「可視化」、材料を
ベースに最適なモノづくりを行う「材料を主
体とした製造」、モノの循環（リサイクル・
リユース・リデュース）が可能な「設計・生
産体制」を用いた、三位一体のモノづくりが
求められる（図 2 ）。
「可視化」は、素材や部品の特性を正確に把
握する手段として今まで以上に必要となる。
特に脱炭素社会に向けて、製品製造過程で排
出されたCO2排出量の把握をはじめ、廃棄物
として排出された製品の特性を把握して、リ
サイクルに活用することがより求められるよ
うになる。リサイクル方法の判断のみなら
ず、リサイクルした素材の活用方法を判断す
るには、状態をデータとして把握・管理する
ための可視化は必須の条件といえる。素材や
部品の特性に関するあらゆる情報のデジタル
化（DX）がこれらを推進する。

材料、特に再生材を有効活用し、さらに付
加価値を与えていく「デジタル技術によるア
ップサイクル化」は、有限な資源を再活用し
て循環させるための手段として必要な機能と

る電気を家庭内の電化製品や電気系統への電
力として活用することにより、従来のような
車両内での化石燃料の分散した蓄積から、
EVを介した電気エネルギーとして共同利用
できるエネルギー源の有効活用が期待される。

また、ビジネスモデルの視点では、所有か
ら利用を促すリカーリングのビジネス（トヨ
タ自動車が提供している「KINTO」など、利
用者が継続課金することで、自動車を好きな
ときに借りることができるサービス）の普及
も期待できる。このリカーリングビジネスは、
自動車の製造・販売から人の移動の保証とい
う付加価値を提供するビジネスにシフトして
おり、このビジネスが普及すれば、自動車を
活用した人の移動を保証する要素技術を提供
する事業（バッテリーやモーターなど）が高
い付加価値を持つようになるといえる。

たとえば、自動車が故障した際に移動を継
続（保証）するためには、最終製品の交換よ
り要素技術である部品の交換が適切となる。

図2　三位一体でのモノづくり
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制」の 2 点は、日本の産業構造の強みを活用
することで変革をリードできる領域であると
いえる。

日本では、素材産業から自動車やエレクト
ロニクス産業に至るまで、川上から川下まで
の製造業がバリューチェーンとして連結して
おり、さらに各バリューチェーンを支えるエ
ンジニアリングや産業機械などのサポーティ
ングインダストリーも多く、バリューチェー
ン全体として変革に必要となるプレイヤーが
存在している。現状では、グローバルでの製
造業の水平分業化に伴い川下産業（組立）の
一部が海外流出しているものの、依然高い競
争力を持つ川上産業のノウハウを活用するこ
とで、「サプライチェーン制御」や「設計・
生産体制」による新たなモノづくりや市場創
造において、日本製造業を主軸とした展開が
期待できる。

最終製品の多くは自動車の電子化などをは
じめ、電子制御に依存するところが多くな
り、ソフトウエアとしての差別化要素が大き
くなる一方で、ハードウエアとしてのモノづ
くりの差別化要素の比重が小さくなりつつあ
る。つまり、バッテリー、モーターやカメラ
などのモジュールベースの仕様と、それらを
制御するソフトウエアの仕様との組み合わせ
で最終製品の性能が決まり、モジュールや部
品など川上産業のメーカーが生み出す付加価
値が、従来に比べて直接的に顧客への訴求ポ
イントとなりつつある。

さらに、サーキュラーエコノミー（CE）
実現のためには、あらかじめ部品や材料単位
でのリサイクルが可能な（かつ低消費エネル
ギーによる）設計が必要となり、素材・部品
メーカーをはじめとする川上産業のノウハウ

なる。資源を最適に活用するためには、単に
最終製品を再利用するだけではなく、素材や
部品の不良品や在庫などの再利用やリサイク
ルが求められる。その際に、同じ最終製品に
活用するだけではなく、ほかの製品への適用

（一部加工などの生産プロセスの追加を含
む）も必要となる。

こうした多様な生産段階でのリサイクルや
途中から生産工程を変更するには、需要に応
じた多様な製品を製造するサプライチェーン
をフレキシブルに制御する機能が必要とな
る。特に、家電向けのハロゲン系難燃材がリ
サイクル素材として用いられているケースで
は、プロセス装置内壁の腐食やRoHS（Re-
striction of Hazardous Substances）指令対
応が難しいなど、品質面での制約がある。そ
のため、多くの製造現場では重要部材への活
用が避けられている現状はあるものの、3D
プリンタのような多品種製造が可能な生産設
備の革新により、多様な材料を用いて多様な
製品を製造することが可能になり、前述した
ような機能の実現が期待される。

そうした中、「可視化」では既にDXを用い
て資源埋蔵量やCO2排出量を可視化する取り
組みが世界的な規模で行われている。このた
め、本稿では「材料を主体とした製造」と

「設計・生産体制」にフォーカスを当てて、カ
ーボンニュートラルや資源循環型社会に必要
となるモノづくりのあるべき姿の検討を行う。

Ⅱ	部品や素材産業など
	 日本製造業の強みを活かした
	 市場創造

「サプライチェーン制御」と「設計・生産体
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イクル性が高い製品であることも、製品選択
のポイントとなる（図 3 ）。

米国国内での消費者動向では、環境配慮が
訴求されている製品の選択が Z 世代（1990年
代後半から2010年代に生まれた世代）やミレ
ニアム世代（1980年代から2000年初めまでに
生まれた若者の世代）など若い世代ほど高
く、具体的にはリサイクル・再利用された材
料の選択や、持続可能な製造工程を行う企業
の製品を選択する傾向が強く見受けられる。

今後の消費者による製品選択においては、

活用が必須となる。
こうした点から、CNや資源循環型社会の

実現に向けてバランスの取れたモノづくりを
実現するためには、日本の製造業の強みであ
る素材・部品メーカーによる設計・生産が非
常に重要な要素となると考えられる。

こうした変化は、つくり手目線だけではな
く購入者目線としても期待されている。

消費者の環境対応への関心の高まりは、製
品選択に大きく影響している。最終製品の仕
様としての差別化ポイントのみならず、リサ

図3　米国での消費者行動調査（2022年）
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出所）ゴムタイムズ「53％以上が環境配慮製品購入 米国の消費者行動調査 GfK」（2022/07/26）より作成
https://www.gomutimes.co.jp/?p=174624
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の自動車機能の稼働保証を行うリカーリング
ビジネスを展開できることになり、このビジ
ネスを支える主要な機能の 1 つとして、高い
性能を提供する部品製造が求められる。部品
や材料単位でのリカーリングビジネスが可能
となり、ひいては、素材・部品メーカーが主
導権を握り、製品寿命をコントロールできる
ようになる。

こうした点から、CNや資源循環型社会の
実現に向けてバランスの取れたモノづくりを
実現するためには、日本の製造業の特性でも
ある強い素材・部品メーカーによる設計・生
産が非常に重要な役割を担うことになる。

Ⅲ	素材・部品メーカーが仕掛ける
	 価値転換

こうした製品製造とリサイクルとのバラン
スを取ったビジネス変革の事例として、通信
モジュールの製造において最終製品メーカー

（以下、セットメーカー）から素材・部品メ
ーカーに付加価値がシフトしつつある事例を
取り上げる。CNや資源循環型社会の実現の
両立が求められる中で、最終製品の中核の機
能提供と、リサイクルを実現する素材・部品
メーカーの新規のビジネスモデル構築の可能
性を提示する。

通信モジュールなどはセットメーカーが仕
様設計を行い、自社の付加価値を最大化する
形で製品販売を行ってきたが、環境規制など
によって動脈（製品製造）のみならず静脈

（リサイクル）も同様に勘案し、素材や部品
レベルでの設計が求められるようになった。
セットメーカーはモジュール単位の組み合わ
せによる付加価値提供ができても、材料や部

CNや資源循環型社会への対応が必須とな
り、製品仕様とともにこれらの対応を実現す
るバランスの取れたモノづくりを行う企業が
求められると考えられる。

こうしたつくり手（メーカー）側の構造変
化や、消費者側の消費行動の変化は、製造業
にとって新たなビジネス変革をもたらすこと
になる。

材料や部品が最終製品の仕様の多くを決め
る要素となることから、消費者は部品や材料
に力点を置いた商品選択をすることになる。
仮に最終製品の機能が落ちた際にも、素材や
部品単位での買い替えを行う（ソフトウエア
のアップデートも加える）ことで、最終製品
の機能の復活、さらにはアップデートも可能
となるビジネスが想像できる。

実際に、テスラのEVにおけるOTA（Over 
the Air：無線通信を用いてデータを送受信
する機能）を用いたサービスでは、地図の更
新のみならずADAS（Advanced Driver-As-
sistance Systems：先進運転支援システム）
などのソフトウエア機能のアップデートによ
り、自動車自体の機能向上とともに、バッテ
リーなどの部品の交換を行えば常に最先端の
自動車機能を維持することが可能となる。

こうした機能がさらに向上すれば、モータ
ーやバッテリーなどの交換によって購入時よ
りも高性能な機能を獲得することも期待でき
る。消費者からすると、最終製品を購入後に
部品・モジュール交換やソフトウエアのアッ
プデートにより、継続的に自動車の機能向上
が実現できる。また、交換後の部品は継続的
にリサイクルされることから、消費者も持続
的なビジネスに関与できるのである。

企業側から見れば、消費者に対して最先端
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一つであるミリ波での製品製造では、部品特
性が非常に複雑であり（理論上 5 mmの配線
がアンテナのように電波を拾いノイズとな
る）、部品の組み合わせや個別部品の設計が
今まで以上に複雑となるため、素材・部品メ
ーカーには、より緻密な設計力が求められ
る。

このような高い設計力を生かし、技術革新
および環境対応拡大のトリガーとなるビジネ
スモデルを構築することで、素材・部品メー
カーはバランスの取れた継続的なビジネスを
拡大することができる。たとえば、最終製品
を消費者に販売した後、顧客に最先端機能を
保有してもらうため、継続的に部品交換を促
すビジネスや、最終製品の機能やリサイクル
性を制御し、顧客ニーズに合わせて部品を提
供するサービス（Parts as a Service）などの
展開が期待できる（図 5 ）。

品の詳細特性までは把握していないため、循
環型社会ではその設計の主役は素材・部品メ
ーカーにシフトしつつある。リサイクル性が
重視されることで、より緻密な材料や部品単
位での設計力を持つ素材・部品メーカーの重
要性が増し、今では、主要な付加価値部分は
素材・部品メーカーが提供することになって
いる。

たとえばApple社の「iPhone」は年間 3 億
台近い販売量がある中で、EU市場などでの
規制により、リサイクルのニーズが高まって
いる。こうした市場変化を受けて、Apple社
は使用済みiPhoneを分解して部品を抽出す
るリサイクル作業ロボット「Daisy」を開発・
活用し、部品単位でのリサイクルに取り組ん
でいる（図 4 ）。

この循環のサイクルを実現するために、素
材・部品メーカーには、最終製品に必要とな
る機能を発現する役割と、分解・抽出された
部品を完全にリサイクルする役割の両方を担
うことが求められる。特に、5G通信帯域の

図4　スマートフォンに見る素材・部品メーカーの重要性の拡大

部品や材料に至るまで再利用・リサイクルを行い、無駄をなくす動き

材料 部品 モジュール 最終製品

出所）Apple社資料より作成
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そもそも3Dプリンタは、今までは装置の
タクトタイム注1の遅さや材料コストの高さ
故に、製造現場での採用は「試作」や「ロッ
ト数の少ない最終製品」に限られていた。し
かし昨今は装置のタクトタイムの向上や、ソ
フトウエアによる 1 ショット当たりの製造ロ
ットの向上によって上記課題が徐々に解決さ
れており、モノづくりを抜本的に変革させる
ためのツールとして再度注目が集まってい
る。

たとえば、2022年 3 月には自動車OEMの
フォードが自動車の生産ラインに3Dプリン
タを組み込み、人間の介入なしに稼働させる
ことに成功している。また、ボストン郊外に
本社を置く3Dプリンタのサービスビューロ
であるバルカンフォームズでは、既に航空機
のジェットエンジン向けの部品を 1 日に数万

Ⅳ	3Dプリンタを用いた
	 サプライチェーン制御による
	 資源循環型社会への加速

素材・部品メーカーの事例を通して「モノ
の循環」がどう変わっていくかを前述した
が、資源を最適に活用した循環を促進してい
くためには、「デジタル技術による材料のア
ップサイクル化」が重要なトリガーとなる。
資源や廃棄物のバランスを取る中で、そうい
ったデジタル技術を応用した生産革新を組み
合わせることで、CN／CE活動をより促進す
るだけでなく、付加価値の高いものへ転換す
ることが可能となるのではないだろうか。こ
こでは「アップサイクル化」を実現する手段
の一例として3Dプリンタの事例を基に、高
付加価値な製品・部品への展開を紹介する。

図5　素材・部品メーカー主導のビジネス（Parts as a Service）への期待

4G⇒5Gでの製品設計の変化

Before
Active
Passive

Near 
Future

Active

Passive

5G時代以降の製品設計の変化

SDGsのトレンドからリサイクル率が高い製品以外は売れなくなる

材料・部品 モジュール 最終製品 材料・部品 モジュール 最終製品

●セットメーカー内に部品技術を把握している
人が定年などで少なくなり、モジュールの設
計技術が素材・部品メーカーに徐々に移行

●素材・部品メーカーが実質的に製品設計の大
半を実施。セットメーカーは仕様設計が中心

● 5Gの高周波設計になると、その傾向は顕著
となり、実質製品設計は素材・部品メーカー
が対応

素材・部品メーカー

素材・部品メーカー

セットメーカー
（含ODM）

セット
メーカー
（含ODM）

セット
メーカー
（含ODM）

セット
メーカー
（含ODM）

Future

動脈
（製品製造）

動脈
（製品製造）

静脈
（リサイクルほか）

静脈
（リサイクルほか）

●セットメーカーだけではリサイクル率を高
めることができない（部品リサイクルは対
応不可）

●素材・部品メーカーが主導的に付加価値を
提供するビジネスを実現

●最終製品はそのままで素材・部品を更新す
ることで機能維持・拡大を実現するサービ
ス（Parts as a Service）の実現
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ており、3Dプリンタを起点としてリサイク
ルループを構築しているケースも多く存在し
ている。たとえば、アラブ首長国連邦大学で
は3Dプリントで余ったPLA（ポリ乳酸）と
炭素繊維の廃棄物を使用したリサイクル複合
材料を開発している。また、電子機器メーカ
ーの米HPと自動車OEMのフォードは提携を
発表し、3Dプリンタ活用時に出る粉末など
の廃棄物を再利用して、自動車部品に再利用
しクローズドループを構築している。

資源が限られる中、なるべく製造上の廃棄
物を減らし、それでも出てしまう廃棄物はリ
サイクルなどで有効活用して、自社の資源が
なるべく外に流出しないようにする取り組み
は今後も加速すると思われ、3Dプリンタは
そのツールの一つとして存在感を増している
といえる。

②の「オンデマンド／現地生産へのシフト
によるCO2削減」も3Dプリンタに当初から

点製造している。このように、3Dプリンタ
のモノづくりの現場での活用が進んでおり、
CN／CEの実現に貢献しつつある。

3DプリンタがCN／CEを加速させると考
える理由として、①付加製造による廃棄物削
減、②オンデマンド／現地生産へのシフトに
よるCO2削減、③ソフトウエアによる再生材
の最適活用の実現、という 3 つの要因が存在
する（図 6 ）。

①の「付加製造による廃棄物削減」につい
ては、そもそも従来の切削などの工法では素
材の塊から部品を切り出す形となるので廃棄
物やロスが多い。3Dプリンタでは必要な部
分を射出成型などで付加的に製造することと
なるので、資源を最適に活用でき、建築材料
の領域では最大 9 割の廃棄物削減を実現でき
たケースも存在する。

さらに3Dプリンタを活用するに当たって
出た廃棄物自体を再活用する動きも活発化し

図6　3Dプリンタによって促進されるCN／CE

部品製造

付加製造による廃棄物削減1

物流

最終製品
製造

物流回収／
運搬

利用

再生

樹脂製造

●必要な部分のみを射出成型などで製造
するため廃棄物が少ない

●さらにそれでも出てしまった廃棄物も
リサイクルに回す取り組みが加速

オンデマンド／現地生産への
シフトによるCO2削減2

●材料とCADデータさえあれば必要な場
所で必要な量だけ出力が可能

●物を運ぶ必要性もなくなるためそれに
伴うCO2排出量削減

ソフトウエアによる
再生材の最適活用の実現3

●再生材を活用した製造実績の成功
／失敗パターンを踏まえた最適な
製造条件のレコメンド
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は③の「ソフトウエアによる再生材の最適活
用の実現」こそ、今後「サプライチェーン制
御」として、CN／CE活動により付加価値を
もたらしていく要因となると考えている。具
体的には、3Dプリンタに搭載されているソ
フトウエアが「成功ケース／失敗ケース」を
学習することで、従来、強度や物性の品質的
な観点から汎用品にばかり使われていたリサ
イクル材の、より高付加価値な製品・部品製
造への活用を促進できると考える。

現在、3D Systems社や、Stratasys社、
Materialise社といったサービスビューロがソ
フトウエアと併せて提供しているケースが見
受けられる。彼らは受託製造を行うサービス
ビューロとして得た知見を反映することで、
よりユーザーの要望を反映したソフトウエア
を開発するとともに、そのソフトウエアを広
く顧客に展開し、積層構造ごとの成功・失敗
パターンをクラウド上で分析・蓄積して、

「より成功しやすい製造方法」のレコメンド
をソフトウエアの機能で実装できるように進
めている。たとえば、積層構造ごとの最適材
料や積層温度、最適な積層ルート、サポート
材の位置の提案などをソフトウエアからレコ
メンドし、3Dプリンタのユーザー自身に製
造のノウハウが足りなくても3Dプリンタを
使ってモノづくりができる世界を目指してい
る（図 7 ）。

こうしたソフトウエアの向上はCN／CEに
も大きな影響をもたらすと考えられる。従来
工法では実現し得なかった特有の形状を製造
できるという観点で、素材の高付加価値化が
期待できるのはいうまでもないが、再生材を
活用した製造において、今までの失敗パター
ンをソフトウエアが学習していることによっ

期待されているメリットである。3Dプリン
タは、材料とCADデータさえあれば必要な
場所で必要な量だけ出力が可能であるため、
現地生産による物流コストやロングテール商
材の在庫コストの削減はもちろん、物を運ぶ
必要性もなくなるため、それに伴うCO2排出
量削減も見込める。

実際に新型コロナウイルス感染症の影響
で、工場閉鎖や物流停止など既存のサプライ
チェーンが機能不全に陥る中、緊急かつ重要
度の高いフェイスシールドや人工呼吸器をは
じめとする医療機器向け部品などを、需要地
にて3Dプリンタで印刷することが試みられ
た。また在庫削減の観点から部品や製品の設
計図をオープンリソース化する動きも活発化
してきており、フォードは自動車の内装部品
であるアクセサリー部品の3DCADデータを
オープンリソース化し、さらにFord Inte-
grated Tether System （FITS）というシス
テムも併せて提供して、顧客が自分好みにデ
ザインや色をシステム上でカスタマイズし、
出力したデータを3Dプリンタ受託製造者（サ
ービスビューロ）に持っていくことで、自分
仕様のカスタム製品を製造できるようにし
た。

このように、製造機能のレジリエンス向上
や在庫リスク削減という観点から、3Dプリ
ンタを活用したオンデマンド／現地生産への
シフトは加速していくと思われ、結果として
物流削減によるCO2排出量削減や過度な在庫
を持たないことによる製品ロスの削減につな
がり、CN／CEに寄与すると思われる。

①、②については3Dプリンタが開発され
た当初から期待されていた効果であり、徐々
に実績を積んでいるフェーズであるが、筆者
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テムとして開発した。これによってリサイク
ルの過程における材料とフィラー注2の配合
やパターンなどのノウハウについてもデータ
を蓄積しつつ、市販の製品や家電の筐体など
にどのような材料が使われているのかといっ
たマテリアル情報のトレーサビリティも合わ
せて取得している。システムを一体化するこ
とで、静脈であるリサイクルと動脈であるモ
ノづくりを連動させながらPDCAサイクルを
回すことができ、最適な材料と製造条件のノ
ウハウを蓄積できる。

現状のリサイクルシステムでは、同じ樹脂
であっても全く違う物性を持つ樹脂をまとめ
て回収して再生してしまっているため、でき

て、強度を補強するための設計はどういうも
のか、この再生材であればどのくらいの温度
で出力するのが望ましいのか、といったこと
をリコメンドできるようになる。

実際に3Dプリンタとリサイクルシステム
を一体化する流れも進んでいる。慶應義塾大
学KGRI環デザイン＆デジタルマニュファク
チャリング創造センターは、回収した使用済
みプラスチックをフレーク状に細かく砕く

「粉砕機」、リペレットのための「マテリアル
再生装置」、再生したペレット材などを乾燥
させて造形時の品質を高める「乾燥機」、造
形材料を配合して3Dプリンタに供給する「材
料配合・供給機」といった装置を 1 つのシス

図7　3Dプリンタプレイヤーによるソフトウエア循環型ビジネスモデル

受託製造事業 ソフトウエア事業 STEP3STEP1

STEP2

STEP4

受託製造事業で
ノウハウ・実績の獲得

● SB※として顧客と共同
研究・開発を行うこと
で、3Dプリンタ技術を
啓蒙、顧客基盤を拡大

●実際に顧客の製品にて
3Dプリンタを活用し、
顧客のニーズを把握

●多くの材料・装置での
成功実績を獲得

●設計・出力設定におい
て、3Dプリンタでしか
製造できない形状や、
3Dプリンタ最適化さ
れた製造方法のノウハ
ウを蓄積

STEP1

ノウハウをソフトウエア
としてパッケージ化

● SB事業にて得た、顧
客ニーズを基にソフト
ウエアを設計
─ 出力設定の細かい調
整などの機能面

─使いやすさなどのイ
ンターフェース面

●装置メーカーなどとす
り合わせも行い、ソフ
トウエアを実装

● SB事業にて得た、3D
プリンタに最適化され
た製造方法のノウハウ
をベースに、最適な造
形方法のリコメンド機
能などを搭載

STEP2

ソフトウエアを拡販し
さらにノウハウを蓄積

●ソフトウエアを単体で
拡販し、より広い造形・
材料・装置での活用
データをクラウド上に
蓄積
─ 装置別の特徴把握
─製品ごとの最適な出
力設定の把握 など

STEP3

ソフトウエアで得た
知見を受託製造事業に還元

●ソフトウエアで得たノ
ウハウを基に設計・出
力設定のコンサルティ
ングを実施
─ より少ない試作回数
で顧客の要望に対応

─ソフトウエアの最適
な活用方法を提供

STEP4

※SBはサービスビューロ（受託製造事業）の略
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待されていた「①付加製造による廃棄物削
減」や「②オンデマンド／現地生産へのシフ
トによるCO2削減」という観点だけでなく、
リサイクル素材自体を高付加価値にしていく
ような「③ソフトウエアによる再生材の最適
活用の実現」という側面でもポテンシャルが
あると考える。3Dプリンタのようなデジタ
ルツールを活用する流れは少しずつ日本の製
造業にも到来しつつあるが、現場への実装と
いう観点では米国や欧州にいまだ遅れを取っ
ているのが現状である。今後はこうした生産
革新を実装しているかどうかが、CN／CE活
動のレベルにも影響を与える可能性があるた
め、実装が急務であるといえる。

CN／CE活動をただのコストのかかる活動
で終わらせてしまうのではなく、トレーサビ
リティ取得による「サプライチェーン可視
化」と、3Dプリンタのような生産革新によ
る「材料のアップサイクル化」を組み合わせ
て高付加価値化を狙っていくことが、今後、
資源のバランスが求められる世界で製造業が
取るべき戦略だといえる。

Ⅴ	新たな価値を提供する
	 経営へ（顧客価値の再定義）

前章までに紹介してきた事例は、性能面な
どでは、一見すると現状と大きく変わらない
価値提供のように見える。しかし、製品機能
としての差別化ポイントの訴求のみならず、
100年もしくはそれ以上の年月、あらゆる環
境のバランスを取りながら継続的に実現する
ための取り組みへの訴求が従来と異なる付加
価値といえる。

従来の環境対応はコストという側面で語ら

上がる製品の性能が不明瞭なままであるケー
スが多い。素材レベルでのトレーサビリティ
をしっかりと取得し、事前にどういう物性を
持った再生材なのかを把握したうえで、3D
プリンタのようなデジタルを応用した製造ツ
ールを活用すれば、最適な製造を実現するこ
とができる。このようなサイクルを回すこと
が再生材の高付加価値につながるのではない
だろうか。

こうした再生機能と製造機能を一体化して
いく動きは、新しいビジネスモデルの構築を
促す可能性がある。

リサイクルでアップサイクルを起こしてい
くためには、再生工程をデータで可視化して
再生材の物性を把握し、その情報をデジタル
技術で分析して最適な製造方法を決定してい
くことが求められる。そうなれば効率性の観
点から、従来は製造機能しか保有しなかった
メーカーでもリサイクル機能を内製化する動
きが活発化すると考えられる。従来のように
再生者と製造者が別々のプレイヤーではな
く、メーカー自身が最終的な製造用途を意識
したうえで再生処理を実施しながら、再生材
の特性を踏まえた製造方法を過去のデータに
基づいて決定していく形となり、再生と製造
が双方に連携し合うモノづくりに変革するこ
とが期待できる。

また、リサイクルとモノづくりを一体化し
たトータルソリューションをパッケージ化す
るプレイヤーが出てくれば、従来のモノ売り
だけではなく、リサイクルから製造までをプ
ラットフォームとしてリカーリングなどのコ
ト売りに転換していける余地もあると考え
る。

このように、3Dプリンタには従来から期
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産・販売して自社の資源を外に流出させるの
ではなく、なるべく循環させて自社に還って
くるスキームを構築することが今後のビジネ
スモデルの肝となる。製品をつくればそれだ
け消費者の生活の質向上とともに環境負荷を
削減することができる、そのような持続可能
なモノづくりを考えていかなければならな
い。

日本には100年企業は少なくなく、中に
は、宮大工をはじめとした建築業のように
1000年ほど継続したモノづくり企業が存在す
る。これらの企業は各時代の環境の最適化と
その時代の最先端技術を両立させ、持続的に
人間社会への付加価値を提供してきた。日本
には依然として、素材や部品産業においてグ
ローバルでも技術力が強い企業が多く存在す
る。それはつまり、100年企業のノウハウと
素材・部品産業の技術力を結集し、グローバ
ルでの持続的社会実現に向けたモノづくりを
提供できるポテンシャルを、日本企業は保有
していることを示しているのではないだろう
か。

化石燃料や資源を用いる製造業が同様に継
続的に発展するためには、新たな付加価値を
再定義し、単に利益だけではない価値を提供
し続ける経営を考えていく必要がある。現
状、多く取り組まれている製品の状態や流れ
の可視化に加えて、日本企業は素材・部品事
業を中心とした事業展開や、3Dプリンタな
どを活用した多様なモノづくりによって持続
的付加価値をサービスとして展開すること
で、新たなモノづくりを発信・提供すること
が期待されている。

れることが多かったが、環境対応が製品付加
価値の一つとして重視される中で、素材や部
品、加えて3Dプリンタなどの生産技術によ
り、細かい視点でCNや持続性社会を支える
ことが求められてきている。日本の製造業の
高い技術力と競争優位性を活かし、この社会
変化をビジネスにうまく取り込む機会がまさ
に到来しつつある。

今回紹介した素材・部品メーカーへの付加
価値シフトを活用した新たなビジネスや、
3Dプリンタを用いた材料のアップサイクル
化については、製品の状態・流れの可視化に
よって実現が可能となり、素材・製品の特性
が不明瞭というリサイクルの課題を克服し、
あらゆる製品が多様なサプライチェーンの中
で循環し、機能拡大を実現することが可能と
なる（図 8 ）。

そうした社会に向けて、メーカーは従来の
ように製品をつくって供給するビジネスか
ら、循環させて機能を向上し続けるビジネス
をデザインしなければならない。モノを生

図8　 3つの機能を結集した持続可能なバランスの取れたモノづくり

製品の状態・
流れの可視化

3Dプリンタを用いた
再生材の
アップサイクル化

素材・部品メーカーへの
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新たなビジネス

持続可能な
バランスの取れた
モノづくり
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注

1	 1 つの製品を製造するのに必要とする時間のこ
とを指す

2	 プラスチック添加剤の一種で「充填剤」と呼ば
れるもの。補強効果や耐熱性の向上のため活用
される
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